
＜対策のポイント＞
地域の徹底した話合いにより担い手への農地の集積・集約化を加速化させる観点から､耕作者等の年代情報や後継者の確保状況など地域の現況を地図
により把握し､これに基づき中心経営体への農地の集約化の将来方針を記載する等、人・農地プランの実質化の取組を強力に推進するため、各種取組を支援
します。
＜政策目標＞
担い手が利用する面積が全農地面積の８割となるよう農地集積を推進［令和5年度まで］

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．人・農地プランの実質化活動
〇 農地所有者等へ今後の農地利用に関するアンケートの実施
〇 地図による現況把握
〇 コーディネーター役を担う者を対象とした研修の実施
〇 集落・地域における話合いを行うための会合の開催
〇 検討会の開催
〇 人・農地プランの周知、フォローアップ等

2. 専門家（コーディネーター役）の派遣等
〇 話合いを円滑に進めるため、実務経験豊富な専門家（コーディネーター
役）を市町村が派遣

〇 経営改善計画のフォローアップ及び再認定

3.  市町村・都道府県の推進活動
〇 事業説明会、意見交換会の開催経費
〇 市町村の活動費（職員の超過勤務手当、アルバイト賃金等）

4.  農業者グループが異業種と連携して中心経営体を目指すモデル構築
〇 農業者グループ（複数戸）が販売事業者等と連携して地域を担う人・農
地プランの中心経営体を目指すモデル構築のため、必要なコンサル派遣や
機械の整備等に係る経費を支援
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［お問い合わせ先］経営局経営政策課（03-6744-0576）
国 都道府県

市町村・農業委員会
定額＜事業の流れ＞

コンソーシアム
定額、3/10以内

活発な話合いにつなげるための事前準備

農業者等による地域の話合い

5～10年後の農地利用を担う経営体
（中心経営体）への農地の集約化

に関する将来方針を確定

地図化し、5～10年後に後継者が
いない農地の面積を「見える化」

※農業委員、最適化推進委員、農協、土地改良区など
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専門家を市町村が派遣
話合いのコーディネーター役として

実務経験豊富な方等

農業者の年齢と後継者の有無等
をアンケートで確認

対象地区内の耕地面積の少なくとも過半をカバー

（1～3の取組）

（4の取組）
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